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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
長手方向の８５℃、６時間での熱収縮率が０．５％以下であり、入射角０°での位相差（
Ｒｅ）が４００ｎｍ以下、長手方向および幅方向のヤング率がともに２ＧＰａ以上、長手
方向および幅方向の破断伸度がともに５０％以上、長手方向のＴＭＡ測定時の収縮応力の
立ち上がり温度が９０℃以上であり、フィルム幅が４００ｍｍ以上であり、Ｒｅのバラツ
キが幅方向において１８％以下であり、前記ポリエステルフィルムが、結晶性ポリエチレ
ンテレフタレートを主成分とするＡ層と該結晶性ポリエチレンテレフタレートと異なる熱
可塑性樹脂Ｂを主成分とするＢ層が厚み方向に３層以上交互に積層されてなり、前記熱可
塑性樹脂Ｂがスピログリコール、ナフタレンジカルボン酸、フルオレン、イソソルビド成
分のいずれかを含む、ポリエステルフィルム。
【請求項２】
前記熱可塑性樹脂Ｂが非晶性樹脂である請求項１に記載のポリエステルフィルム。
【請求項３】
ガラス転移点が９０℃以上である請求項１または２に記載のポリエステルフィルム。
【請求項４】
２５℃から８５℃の長手方向の線膨張係数が５．０×１０－５／℃以下である請求項１～
３のいずれかに記載のポリエステルフィルム。
【請求項５】
積層数が５１～６０１層である請求項１～４のいずれかに記載のポリエステルフィルム。
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【請求項６】
偏光板保護フィルムとして用いられる請求項１～５のいずれかに記載のポリエステルフィ
ルム。
【請求項７】
請求項１～５のいずれかに記載のポリエステルフィルムを用いてなるタッチパネル用ＩＴ
Ｏ基材フィルム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板保護フィルムとして好適に用いることができるポリエステルフィルム
に関する。また、そのポリエステルフィルムを偏光板保護フィルムとして用いてなる偏光
板に関する。さらに、ITO（Indium　Tin　Oxide）基材フィルムに好適に用いることがで
きるポリエステルフィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
熱可塑性樹脂フィルム、中でも二軸延伸ポリエステルフィルムは、機械的性質、電気的性
質、寸法安定性、透明性、耐薬品性などに優れた性質を有することから磁気記録材料、包
装材料などの多くの用途において基材フィルムとして広く使用されている。特に近年、フ
ラットパネルディスプレイやタッチパネル分野において、偏光板保護フィルムや透明導電
フィルムなど、各種光学用フィルムの需要が高まっており、その中でも、偏光板保護フィ
ルム用途では、低コスト化を目的として、従来のトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィ
ルムからポリエステルフィルムへの置き換えが盛んに検討されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－２５４１８６号公報
【特許文献２】特開２０１３－２００４３５号公報
【特許文献３】特開２０１３－１０９２８５号公報
【特許文献４】特開２０１３－１９４１０７号公報　しかし、従来検討されている二軸延
伸ポリエステルフィルムでは、ＴＡＣフィルムとは異なり延伸時のポリマー配向に起因し
て残留応力が発生し、熱処理時に収縮やカール、シワが生じてしまう課題があった。偏光
板保護フィルムにおいて本課題を解決するために、熱収縮率を低減させる方法が提案され
ているものの、二軸延伸ポリエステルフィルムでは薄膜、低位相差で且つカールを十分に
抑制し得る発明は存在しなかった（たとえば特許文献１、２、３、４）。また、二軸延伸
ポリエステルフィルムを製造した後に、たとえばオフラインアニールを実施することで熱
による寸法変化を抑制できたとしても製品収率の低下や加工工程の増加により高コストに
なるという問題が残されている。更に液晶パネルの上偏光板の最外層に用いられる偏光板
保護フィルムは高いＵＶカット性が求められており、紫外線吸収材を多量に添加すること
によるコストアップや工程汚染、色味変化などが問題となっていた。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の課題は、上記した課題を解決することにある。すなわち、低コスト、且つ薄膜
化が可能な二軸延伸ポリエステルフィルムでありながら高いＵＶカット性と低位相差性を
有し、更に偏光板保護フィルムとして偏光板化、あるいはＩＴＯ基材フィルムとして後加
工した際に熱処理によるカールやシワの発生の少ないポリエステルフィルムを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
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　上記した課題は、長手方向の８５℃、６時間の熱収縮率が０．５％以下であり、入射角
０°での位相差（Ｒｅ）が４００ｎｍ以下、長手方向および幅方向のヤング率がともに２
ＧＰａ以上、長手方向および幅方向の破断伸度がともに５０％以上、ＴＭＡ測定時の収縮
応力の立ち上がり温度が９０℃以上であるポリエステルフィルムによって達成することが
できる。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明のポリエステルフィルムは、偏光板保護フィルムとして偏光子と貼り合わせて偏
光板とした場合、あるいはＩＴＯ基材フィルムとして後加工した場合、長期保管や熱処理
によるカールやシワの発生を抑制することができ、且つ、ハンドリング性が良好であり工
程通過性に優れる効果を奏する。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下、本発明のポリエステルフィルムについて詳細に説明する。
【０００８】
　本発明のポリエステルフィルムを構成する熱可塑性樹脂は、ポリエステルであることが
必要である。
本発明のポリエステルフィルムは、長手方向の８５℃、６時間での熱収縮率が０．５％以
下である。フィルムの長手方向の８５℃、６時間での熱収縮率は０．４％以下であれば好
ましく、０．３％以下であればより好ましく、０．２％以下であれば更に好ましく、０．
１％以下であれば特に好ましい。フィルムの長手方向の８５℃、６時間での熱収縮率が０
．５％を超える場合、後述するようにＰＶＡと貼り合わせて偏光板とした際にもう片側の
偏光板保護フィルムとの熱収縮率差によりカールが生じ、更にはシワが発生することによ
り品位を大幅に悪化させ得る可能性がある。長手方向の８５℃、６時間での熱収縮率を上
記の通り制御する方法としては、後述する原料組成、及び製膜条件によりフィルムの長手
方向配向を制御することによって達成することができる。
【０００９】
　本発明のポリエステルフィルムは、入射角０°での位相差（Ｒｅ）が４００ｎｍ以下で
あることが必要である。ここでの位相差（Ｒｅ）とは、面内方向の位相差を意味し、その
値が０～４００ｎｍである。また、入射角度０°とは、面直方位からの光入射のことであ
る。Ｒｅは、一般にクロスニコルおよびパラレルニコル観察による干渉色、およびポリエ
ステルフィルムのような複屈折体起因で液晶ディスプレイ上に裸眼で観察される虹ムラの
観点から０～２００ｎｍであれば好ましく、０～１５０ｎｍであればより好ましく、０～
１００ｎｍであれば更に好ましく、０～５０ｎｍであれば特に好ましい。一般的にＲｅは
、フィルムの面内における直交する２方向の屈折率差の最大値とフィルム厚みの積から算
出されるものであるが、本発明のようなポリエステルフィルムにおいては容易にフィルム
としての屈折率を測定できないため、間接的な手法で算出された値をもってＲｅ値とする
。具体的には、王子計測機器株式会社製位相差測定装置ＫＯＢＲＡシリーズにて計測され
た値を用いるものとする。Ｒｅが４００ｎｍを超える場合、偏光板保護フィルムとして液
晶ディスプレイに実装した際に干渉色が生じる場合がある。Ｒｅが２００ｎｍ以下であれ
ば、干渉色はなくなり最も好ましい。
本発明のポリエステルフィルムは、厚み方向位相差（Ｒｔｈ）が０～１５００ｎｍである
ことが好ましい。Ｒｔｈは０～１０００ｎｍであれば虹ムラ無く干渉色が無色に近いため
、より好ましく、０～７００ｎｍであれば更に好ましい。完全に干渉色が無色となるため
、０～５００ｎｍであれば特に好ましい。Ｒｔｈが１５００ｎｍを超える場合、偏光板保
護フィルムとして液晶ディスプレイに実装した際に角度を付けて観察すると干渉色が見え
やすくなり、ディスプレイの品位を低下させる場合がある。
Ｒｅ、及びＲｔｈを上記の通り制御する方法としては、後述する製膜条件により各層の複
屈折を制御することによって達成することができる。詳しくは、例えば、面内方向の位相
差Ｒｅは、一般に複屈折Δｎとフィルム厚みの積で表現できるため、その値を小さくする
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ためには、Δｎを０に近づけることである。達成手段として、逐次二軸延伸フィルムであ
れば、縦横配向により付与される屈折率が等しくなるように製膜条件を調整する。もしく
は、配向結晶化を誘発する延伸を付与せずに、完全に無配向とすることである。熱可塑性
樹脂Ｂをフィルムの製造工程において、一旦溶融し、無配向化することで熱可塑性樹脂Ｂ
からなるＢ層での屈折率の異方性を表す複屈折をほぼゼロとすることができるため、この
場合、Ｒｅは結晶性ポリエステルからなるＡ層の屈折率の異方性とＡ層の総厚みの積のみ
に依存することとなり、同一厚みの結晶性ポリエステルのみからなるフィルムと比較する
とＲｅを抑制できるものである。一方、厚み方向の位相差Ｒｔｈについては、分子鎖がで
きるだけ面配向し難いポリマー材料を選択することが好ましい。例えば、熱可塑性樹脂Ｂ
として、スピログリコール、ナフタレンジカルボン酸、ポリエーテルイミド、ビスフェノ
ールＡ、フルオレン、イソソルビドなどを５～６０モル％共重合した共重合ポリエチレン
テレフタレートあるいは共重合ポリエチレンナフタレートである。５モル％未満であると
配向結晶化しやすく、厚み方向位相差が上昇する。一方、６０モル％を超えるとポリマー
として非晶性を示すため、配向結晶化は起こり難いが、寸法安定性や製膜性、さらには熱
が加わる後工程に影響を与えるため好ましくない。より好ましくは、１０～４０モル％共
重合した共重合ポリエチレンテレフタレート、あるいは共重合ポリエチレンナフタレート
である。
【００１０】
　本発明のポリエステルフィルムは、長手方向および幅方向のヤング率が２ＧＰａ以上で
ある。より好ましくは２．５ＧＰａ以上、さらに好ましくは３ＧＰａ以上である。耐熱お
よび後加工の観点から、長手方向および幅方向のヤング率は３．２ＧＰａ以上であれば好
ましく、３．５ＧＰａ以上であればより好ましく、３．８ＧＰａ以上であれば更に好まし
く、４ＧＰａ以上であれば特に好ましい。長手方向および幅方向のいずれかのヤング率が
２ＧＰａ未満の場合、フィルムにコシがなくハンドリング性に問題がある可能性がある。
長手方向および幅方向のヤング率を上記の通り制御する方法としては、後述する結晶性ポ
リエステルを用いて、逐次二軸延伸法による製膜条件を適宜調整することにより達成する
ことができる。
本発明のポリエステルフィルムは、長手方向および幅方向の破断伸度が５０％以上である
。長手方向および幅方向の破断伸度は１００％以上であれば好ましく、１１０％以上であ
ればより好ましく、１２０％以上であれば更に好ましく、１３０％以上であれば特に好ま
しい。長手方向および幅方向のいずれかの破断伸度が５０％未満の場合、フィルムが脆く
なってしまい加工工程中に張力が掛かった際にフィルムが破断してしまう可能性がある。
長手方向および幅方向の破断伸度を上記の通り制御する方法としては、上記した結晶性ポ
リエステルを使用し、後述する製膜条件を採ることにより達成することができる。
【００１１】
　本発明のポリエステルフィルムは、長手方向のＴＭＡ（Thermal　Mechanical　Analysi
s）測定時の収縮応力の立ち上がりが９０℃以上である。長手方向のＴＭＡ測定時の収縮
応力の立ち上がりは９５℃以上であれば好ましく、１００℃以上であればより好ましく、
１０５℃以上であれば更に好ましく、１１０℃以上であれば特に好ましい。長手方向のＴ
ＭＡ測定時の収縮応力の立ち上がりが９０℃未満の場合、ハードコート加工や偏光板化す
る際の熱処理によるカールやシワが発生する可能性がある。長手方向のＴＭＡ測定時の収
縮応力の立ち上がりを上記の通り制御することは、後述する製膜条件、特に縦延伸区間の
長区間化、および横延伸後の長手方向弛緩処理を同時に実施して初めて達成することがで
きる。偏光板の製造工程で加わる温度以上となる１００℃以上で縦延伸を行うことにより
、高い熱寸法安定性が付与される。また、Ｂ層となる熱可塑性樹脂Ｂの主成分のガラス転
移点は、８８℃以上であれば、残存歪みによる収縮応力が発現しないため高い熱寸法安定
性を保持できる。より好ましくは、９３℃以上である。
【００１２】
　本発明のポリエステルフィルムは、厚み方向に３層以上積層されたポリエステルフィル
ムであることが好ましい。フィルムの積層数は、干渉反射を用いたＵＶカット性、非晶性
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樹脂を利用した低位相差性、フィルム総厚みの観点から５１～６０１層が好ましい。より
好ましく、１５１～３５１層、更に２０１～３０１層であれば特に好ましい。フィルムの
積層数が３層未満の場合、後述するとおり熱可塑性樹脂Ｂとして非晶樹脂を用いた際に、
ロールやクリップなどの製造設備への粘着による製膜不良や、積層フィルム表面の平面性
悪化などの問題が生じる場合がある。フィルムの積層数が１層、即ち単膜の場合、位相差
を制御するために厚みを薄くする必要がありハンドリング性が悪化する場合がある。また
、積層フィルムの積層数が５１層未満の場合、ＵＶカット性が不十分である可能性がある
。ＵＶカット性と厚み方向の積層数の関係については後述する。一方、積層フィルムの積
層数が６０１層を越える場合、フィルム総厚みが厚くなりすぎる可能性がある。なお、Ｕ
Ｖ領域である波長４００ｎｍ未満の光の波長において、干渉反射現象を発現させる観点か
ら、層の厚みは、６０ｎｍ以下が好ましい。より好ましくは、５０～３０ｎｍである。
本発明のポリエステルフィルムは、結晶性ポリエステルを主成分とするＡ層と該結晶性ポ
リエステルとは異なる熱可塑性樹脂Ｂを主成分とするＢ層が交互に積層されてなることが
好ましい。結晶性とは、ガラス転移温度Ｔｇと融点Ｔｍを有する樹脂であり、融解エンタ
ルピ－変化ΔＨｍ＞０となる樹脂である。より好ましくは１５（J/g）以上である。なお
、「主成分」とは、特定の成分が全成分中に占める割合が５０質量％以上であることを意
味し、より好ましくは８０質量％以上、更に好ましくは９０質量％以上、特に好ましくは
９５質量％以上であることを意味する。Ａ層に用いられる結晶性ポリエステルＡとは異な
る熱可塑性樹脂Ｂとは、Ａ層に用いられる結晶性ポリエステルＡとは異なる熱特性を示す
ものをさし、具体的には、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において異なる融点やガラス転移
点を示すものをさす。また、ここでいう交互に積層されてなるとは、異なる熱可塑性樹脂
からなる層が厚み方向に規則的な配列で積層されていることをいい、たとえば異なる屈折
率を有する２つの熱可塑性樹脂Ａ及びＢからなる場合、各々の層をＡ層、Ｂ層と表現すれ
ば、Ａ（ＢＡ）ｎ（ｎは自然数）の規則的な配列で積層されたものである。このように熱
特性の異なる樹脂が交互に積層されることにより、二軸延伸フィルムを製造する際に各々
の層の配向状態を高度に制御する事が可能となり、ひいては位相差やＵＶカット性を制御
できるものである。
【００１３】
　本発明のポリエステルフィルムは、結晶性ポリエステルからなるＡ層が最外層である事
が好ましい。この場合、結晶性ポリエステルが最外層となるため、ポリエチレンテレフタ
レートフィルムやポリエチレンナフタレートフィルムのような結晶性ポリエステルフィル
ムと同様に二軸延伸フィルムを得ることが可能となる。熱可塑性樹脂Ａがたとえば非結晶
性の樹脂からなる場合、後述の一般的な逐次二軸延伸フィルムと同様に二軸延伸フィルム
を得る場合、ロールやクリップなどの製造設備への粘着による製膜不良や、積層フィルム
表面の平面性悪化などの問題が生じる場合がある。本発明に用いる結晶性ポリエステルと
しては、芳香族ジカルボン酸または脂肪族ジカルボン酸とジオールとを主たる構成成分と
する単量体からの重合により得られるポリエステルが好ましい。ここで、芳香族ジカルボ
ン酸として、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、１，４－ナフタレンジカ
ルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、４，４
′-ジフェニルジカルボン酸、４，４′－ジフェニルエーテルジカルボン酸、４，４′－
ジフェニルスルホンジカルボン酸などを挙げることができる。脂肪族ジカルボン酸として
は、例えば、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ダイマー酸、ドデカンジオン酸、シ
クロヘキサンジカルボン酸とそれらのエステル誘導体などが挙げられる。中でも高い屈折
率を発現するテレフタル酸と２，６－ナフタレンジカルボン酸が好ましい。これらの酸成
分は１種のみ用いてもよいが、２種以上併用してもよく、さらには、ヒドロキシ安息香酸
等のオキシ酸などを一部共重合してもよい。
【００１４】
　また、ジオール成分としては、例えば、エチレングリコール、１，２－プロパンジオー
ル、１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコール、１，３－ブタンジオール、１
，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，２
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－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリアルキレ
ングリコール、２，２－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパン、イソソルベ
ート、スピログリコールなどを挙げることができる。中でもエチレングリコールが好まし
く用いられる。これらのジオール成分は１種のみ用いてもよいが、２種以上併用してもよ
い。
本発明に用いる結晶性ポリエステル中に添加することができる樹脂や、熱可塑性樹脂Ｂと
しては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ（４－メチルペンテン－１）、ポリアセタ
ールなどの鎖状ポリオレフィン、ノルボルネン類の開環メタセシス重合、付加重合、他の
オレフィン類との付加共重合体である脂環族ポリオレフィン、ポリ乳酸、ポリブチルサク
シネートなどの生分解性ポリマー、ナイロン６、ナイロン１１、ナイロン１２、ナイロン
６６などのポリアミド、アラミド、ポリメチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ塩
化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、エチレン酢酸ビニルコポ
リマー、ポリアセタール、ポリグルコール酸、ポリスチレン、スチレン共重合ポリメタク
リル酸メチル、ポリカーボーネート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレートなどの
ポリエステル、ポリエーテルサルフォン、ポリエーテルエーテルケトン、変性ポリフェニ
レンエーテル、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルイミド、ポリイミド、ポリア
リレート、４フッ化エチレン樹脂、３フッ化エチレン樹脂、３フッ化塩化エチレン樹脂、
４フッ化エチレン－６フッ化プロピレン共重合体、ポリフッ化ビニリデンなどを用いるこ
とができる。この中で、強度・耐熱性・透明性および汎用性の観点から、結晶性ポリエス
テルとは異なる熱可塑性樹脂Ｂは、強度・耐熱性・透明性・汎用性に加え、結晶性ポリエ
ステルとの密着性・積層性という観点からポリエステルからなることが好ましい。これら
は、共重合体であっても、混合物であってもよい。
【００１５】
　本発明に好ましく用いる結晶性ポリエステルと前記結晶性ポリエステルとは異なる熱可
塑性樹脂Ｂは、例えば、上記ポリエステルのうち、ポリエチレンテレフタレートおよびそ
の重合体、ポリエチレンナフタレートおよびその共重合体、ポリブチレンテレフタレート
およびその共重合体、ポリブチレンナフタレートおよびその共重合体、さらにはポリヘキ
サメチレンテレフタレートおよびその共重合体、ポリヘキサメチレンナフタレートおよび
その共重合体などを用いることが好ましい。更に、偏光板の熱処理によるカールやシワを
抑制する観点で、スピログリコール、ナフタレンジカルボン酸、ポリエーテルイミド、ビ
スフェノールＡ、フルオレン成分を含むことは特に好ましいことである。なお、上記好ま
しい成分は熱可塑性樹脂Ｂとしてポリマー中に共重合しても、熱可塑性樹脂Ｂと他ポリマ
ーとしてブレンドしてもどちらでも構わない。
【００１６】
　本発明のポリエステルフィルムに好ましく用いる結晶性ポリエステルと前記結晶性ポリ
エステルとは異なる熱可塑性樹脂Ｂの好ましい組み合わせとしては、各熱可塑性樹脂のＳ
Ｐ値の差の絶対値が、１．０以下であることが特に好ましい。ＳＰ値の差の絶対値が１．
０以下であると層間剥離が生じにくくなる。より好ましくは、結晶性ポリエステルと熱可
塑性樹脂Ｂは同一の基本骨格を供えた組み合わせからなることが好ましい。ここでいう基
本骨格とは、樹脂を構成する繰り返し単位のことであり、たとえば、一方の熱可塑性樹脂
としてポリエチレンテレフタレートを用いる場合は、高精度な積層構造を実現しやすい観
点から、ポリエチレンテレフタレートと同一の基本骨格であるエチレンテレフタレートを
もう一方の熱可塑性樹脂に含むことが好ましい。結晶性ポリエステルと熱可塑性樹脂Ｂと
が同一の基本骨格を含む樹脂であると、積層精度が高く、さらに積層界面での層間剥離が
生じにくい積層構造とすることができる。
【００１７】
　また、本発明のポリエステルフィルムに用いる結晶性ポリエステルと該結晶性ポリエス
テルとは異なる熱可塑性樹脂Ｂの好ましい組み合わせとしては、結晶性ポリエステルと熱
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可塑性樹脂Ｂのガラス転移温度差が３０℃以下であることが好ましい。ガラス転移温度差
が３０℃より大きい場合には積層フィルムを製造する際の厚み均一性が不良となり、位相
差にばらつきが生じる原因となることがある。また、積層フィルムを成形する際にも、過
延伸が発生するなどの問題が生じやすい。より好ましくは、２０℃以下である。また、結
晶性ポリエステルに配向結晶化が付与される延伸前の熱可塑性樹脂Ａと比べて、熱可塑性
樹脂Ｂのガラス転移温度の方が低い方が高い寸法安定性を付与する観点から好ましい。
【００１８】
　本発明のポリエステルフィルムのＢ層は、Ａ層に用いられる結晶性ポリエステルとは異
なる熱可塑性樹脂Ｂが非晶性樹脂からなることが好ましい。結晶性樹脂と比較して非晶性
樹脂は二軸延伸フィルムを製造する際に配向が生じにくいため、熱可塑性樹脂Ｂからなる
Ｂ層の位相差の増加を抑制でき、ひいてはフィルムの位相差の不均一さを抑制することが
容易となる。特に、二軸延伸フィルムを製造する際に熱処理工程を設けた場合にこの効果
は顕著となる。具体的には、フィルム長手方向及び幅方向への延伸工程で非晶性樹脂から
なる層に生じた配向を熱処理工程で完全に緩和させることができ、実質的に結晶性ポリエ
ステルからなるＡ層に起因する位相差のみが積層フィルムとしての位相差に影響を与える
ようになるためである。ここでいう非晶性樹脂とは、示差走査熱量測定において融点に相
当するピークを示さない、または、融解エンタルピーが１０（Ｊ／ｇ）以下の樹脂をさす
。
【００１９】
　上記の条件を満たすための樹脂の組合せの一例として、本発明のポリエステルフィルム
では、結晶性ポリエステルがポリエチレンテレフタレートまたはポリエチレンナフタレー
トを含んでなり、熱可塑性樹脂Ｂがスピログリコールを含んでなるポリエステルであるこ
とが好ましい。スピログリコールを含んでなるポリエステルとは、スピログリコールを共
重合したコポリエステル、またはホモポリエステル、またはそれらをブレンドしたポリエ
ステルのことを言う。スピログリコールを含んでなるポリエステルは、ポリエチレンテレ
フタレートやポリエチレンナフタレートとのガラス転移温度差が小さいため、成形時に過
延伸になりにくく、且つ層間剥離もし難いために好ましい。より好ましくは、結晶性ポリ
エステルがポリエチレンテレフタレートまたはポリエチレンナフタレートを含んでなり、
熱可塑性樹脂Ｂがスピログリコールおよびシクロヘキサンジカルボン酸を含んでなるポリ
エステルであることが好ましい。スピログリコールおよびシクロヘキサンジカルボン酸を
含んでなるポリエステルであると、結晶性を低下させることができるために容易に位相差
を抑制することができるようになる。また、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレン
ナフタレートとのガラス転移温度差が小さく、接着性にも優れるため、成形時に過延伸に
なりにくく、且つ層間剥離もし難い。
【００２０】
　また、本発明のポリエステルフィルムは、結晶性ポリエステルがポリエチレンテレフタ
レートまたはポリエチレンナフタレートを含んでなり、該結晶性ポリエステルとは異なる
熱可塑性樹脂Ｂがシクロヘキサンジメタノールを含んでなるポリエステルであることも好
ましい。シクロヘキサンジメタノールを含んでなるポリエステルとは、シクロヘキサンジ
メタノールを共重合したコポリエステル、またはホモポリエステル、またはそれらをブレ
ンドしたポリエステルのことを言う。シクロヘキサンジメタノールを含んでなるポリエス
テルは、結晶性を低下させることができるために容易に位相差を抑制することができ、ま
た、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレートとのガラス転移温度差が小
さいため、成形時に過延伸になり難く、かつ層間剥離もし難いために好ましい。より好ま
しくは、熱可塑性樹脂Ｂがシクロヘキサンジメタノールの共重合量が１５ｍｏｌ％以上６
０ｍｏｌ％以下であるエチレンテレフタレート重縮合体である。このようにすることによ
り、ほぼ非晶状態とできるために位相差を抑制できることに加えて、特に加熱や経時によ
る位相差の変化が小さく、層間での剥離も生じ難くなる。シクロヘキサンジメタノールの
共重合量が１５ｍｏｌ％以上６０ｍｏｌ％以下であるエチレンテレフタレート重縮合体は
、ポリエチレンテレフタレートと非常に強く接着する。また、そのシクロヘキサンジメタ
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ノール基は幾何異性体としてシス体あるいはトランス体があり、また配座異性体としてイ
ス型あるいはボート型もあるので、ポリエチレンテレフタレートと共延伸しても配向結晶
化しにくいために、製造時のやぶれも生じ難い。
【００２１】
　更に、本発明のポリエステルフィルムは、結晶性ポリエステルがポリエチレンテレフタ
レートまたはポリエチレンナフタレートを含んでなり、該結晶性ポリエステルとは異なる
熱可塑性樹脂Ｂがイソフタル酸を含んでなるポリエステルであることも好ましい。イソフ
タル酸を含んでなるポリエステルとは、イソフタル酸を共重合したコポリエステル、また
はホモポリエステル、またはそれらをブレンドしたポリエステルのことを言う。イソフタ
ル酸を含んでなるポリエステルは、結晶性を低下させることができるために容易に位相差
を抑制することができ、また、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレート
とのガラス転移温度差が小さいため、成形時に過延伸になり難く、かつ層間剥離もし難い
ために好ましい。より好ましくは、熱可塑性樹脂Ｂがイソフタル酸の共重合量が１０ｍｏ
ｌ％以上２５ｍｏｌ％以下であるエチレンテレフタレート重縮合体である。
また、熱可塑性樹脂中には、各種添加剤、例えば、酸化防止剤、耐熱安定剤、耐候安定剤
、紫外線吸収剤、有機系易滑剤、顔料、染料、有機又は無機の微粒子、充填剤、帯電防止
剤、核剤などがその特性を悪化させない程度に添加されていてもよい。
本発明のポリエステルフィルムに好ましく添加する紫外線吸収材（ＵＶＡ）の濃度は０．
５～２質量％であることが好ましく、０．７～１．８質量％であればより好ましく、０．
８～１．５質量％であれば更に好ましく、１．０～１．５質量％であれば特に好ましい。
ＵＶＡの濃度が０．５質量％未満の場合、ＵＶカット性に劣る可能性がある。一方、ＵＶ
Ａの濃度が２質量％を超える場合、工程汚染や色味変化、機械強度の低下などが生じる可
能性がある。また、ＵＶＡとしては、波長３００～４００ｎｍの領域でのＵＶ吸収能の観
点で、２，２’－メチレンビス［６－（２Ｈベンゾトリアゾール－２－イル）－４－（１
，１，３，３－テトラメチルブチル）フェノール］、２，４，６－トリス（２－ヒドロキ
シ－４－ヘキシルオキシ－３－メチルフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，２’－
（１，４－フェニレン）ビス（４Ｈ－３，１－ベンゾオキサゾジン－４－オン）、２－（
４，６－（４－ビフェニル）－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－（２－エチル
ヘキシルオキシ）－フェノール、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－
２－イル）－５－［２－（２－エチルヘキサノイルオキシ）エトキシ］フェノールや、こ
れらの混合物を好ましく用いることができる。
【００２２】
　本発明のポリエステルフィルムは、好ましい態様としてＡ層とＢ層とを有する場合、Ａ
層とＢ層の積層比（Ａ層の総厚み／Ｂ層の総厚み）が０．５～１．５の範囲であることが
好ましい。Ａ層とＢ層の積層比は０．６～１．４であるとより好ましく、０．７～１．３
であると更に好ましく、０．８～１．２であると特に好ましい。積層比が０．５未満の場
合、特にＢ層に非晶性樹脂を用いた場合において、耐熱性が悪化する可能性がある。積層
比が１．５を超える場合、特にＢ層に非晶性樹脂を用いた場合において、位相差が増加し
すぎる可能性がある。
【００２３】
　本発明のポリエステルフィルムは、Ｒｅのバラツキが幅方向において１８％以下である
ことが好ましい。Ｒｅのバラツキは、１５％以下であればより好ましく、１２％以下であ
れば更に好ましく、１０％以下であれば特に好ましい。この際のＲｅのバラツキとは、ポ
リエステルフィルムのフィルム幅が４００ｍｍ以上の場合において、フィルムの幅方向全
体に５０ｍｍ間隔にサンプリングした後、それぞれのサンプルの中央のＲｅを測定し、Ｒ
ｅの最大値と最小値の差を平均値で割って、％表示した値のことをさす。ロール状のフィ
ルムであれば、ロールの巻き方向をフィルム長手方向とし、それに直行する方向が幅方向
に相当する。一方、カットされたシート状である場合には、フィルムの長辺方向と長辺方
向に直交する方向の両末端（両端部よりそれぞれ２５ｍｍ離れた箇所）においてＲｅを計
測し、フィルム中央との差が大きい方向を本発明でいうフィルムの幅方向とする。Ｒｅの
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バラツキが幅方向において１８％を超える場合、偏光板保護フィルムとして特に大型の液
晶ディスプレイに実装した際に色ムラが生じ、品位が低下する可能性がある。Ｒｅの幅方
向のバラツキを上記の通り制御する方法としては、後述する製膜条件を取ることにより達
成することができる。
【００２４】
　本発明のポリエステルフィルムは、フィルム厚みが４０μｍ以下であることが好ましい
。位相差は、厚みと複屈折Δｎの積で表されるためでる。フィルム厚みは５～３０μｍで
あればより好ましく、７～２５μｍであれば更に好ましく、１０～２０μｍであれば特に
好ましい。フィルム厚みが４０μｍを超える場合、位相差が高くなったり、偏光板保護フ
ィルムとして用いた場合、偏光板が厚くなるために液晶ディスプレイに実装する際に重量
増加、大型化したりする場合がある。
【００２５】
　本発明のポリエステルフィルムは、フィルムの幅が４００ｍｍ以上であることが好まし
い。フィルムの幅は６００ｍｍ以上であればより好ましく、１３００ｍｍ以上であれば更
に好ましく、１５００ｍｍ以上であれば特に好ましい。フィルムの幅が４００ｍｍ未満の
場合、大型の液晶ディスプレイとして実装することが出来ない場合がある。
【００２６】
　本発明のポリエステルフィルムは、ガラス転移点が９０℃以上であることが好ましい。
フィルムのガラス転移点は９２℃以上であればより好ましく、９４℃以上であれば更に好
ましく、９６℃以上であれば特に好ましい。フィルムのガラス転移点が９０℃未満の場合
、偏光板の製造工程、長期保管等の耐久性試験において偏光板がカールしたりフィルムと
偏光子の界面でシワが発生したりしてしまう可能性がある。フィルムのガラス転移点を上
記の通り制御する方法としては、上記したように熱可塑性樹脂Ｂにスピログリコール、ナ
フタレンジカルボン酸、ポリエーテルイミド、ビスフェノールＡ、フルオレン、イソソル
ビド成分のいずれかを含むことで達成することができる。これらの共重合量は、５モル％
以上６０モル％以下が好ましい。５モル％以下であるとガラス転移点が９０℃以上となら
ない。また、６０モル％以上と大きすぎるとガラス転移点が１２０℃を超えるため、熱可
塑性樹脂Ａからなる結晶性ポリエステルを主成分とするＡ層との共延伸が困難となり、厚
み斑等が生じ、逐次二軸延伸されたフィルムが得られなくなる。より好ましくは、１０モ
ル％以上４５モル％以下である。
本発明のポリエステルフィルムは、２５℃から８５℃の長手方向の線膨張係数が５．０×
１０－５／℃以下であることが好ましい。フィルムの線膨張係数は４．５×１０－５／℃
以下であればより好ましく、４．２×１０－５／℃以下であれば更に好ましく、４．０×
１０－５／℃以下であれば特に好ましい。フィルムの線膨張係数が５．０×１０－５／℃
を超える場合、偏光板の耐久性試験において偏光板がカールしたりフィルムと偏光子の界
面でシワが発生したりしてしまう可能性がある。フィルムの線膨張係数を上記の通り制御
する方法としては、上記したように熱可塑性樹脂Ｂにスピログリコール、ナフタレンジカ
ルボン酸、ポリエーテルイミド、ビスフェノールＡ、フルオレン、イソソルビド成分のい
ずれかを含み、且つ後述する製膜条件をとることにより達成することが挙げられる。
【００２７】
　本発明のポリエステルフィルムは、ＵＶカット性の観点で波長３８０ｎｍでの光線透過
率が０～３０％であることが好ましい。より好ましくは２５％以下であり、更に好ましく
は１０％以下であり、特に好ましくは５％以下である。波長３８０ｎｍでの光線透過率が
３０％を超える場合、偏光板保護フィルムとして液晶ディスプレイに実装した際に紫外線
により偏光子や液晶が劣化してしまう可能性がある。波長３８０ｎｍでの光線透過率を好
ましい範囲に制御するには、光学特性の異なる２種以上の樹脂の面内屈折率の差を大きく
することにより実現できるので、二軸延伸フィルムとする場合は結晶性であるポリエステ
ルを主成分とする層と、延伸時に非晶性を保持もしくは熱処理工程で融解される熱可塑性
樹脂を主成分とする層が交互に積層された積層フィルムとすればよい。具体的には、上記
したようなポリエステル、および熱可塑性樹脂Ｂを所望の積層数に積層することで達成し
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得る。さらに、前記するように紫外線吸収剤（ＵＶＡ）を好ましい範囲で含有させること
はより好ましいことである。
【００２８】
　本発明のポリエステルフィルムは、ＵＶカット性の観点で波長２４０～３６０ｎｍでの
平均透過率が５％以下であることが好ましい。より好ましくは４％以下であり、更に好ま
しくは３％以下であり、特に好ましくは２％以下である。波長２４０～３６０ｎｍでの平
均透過率が５％を超える場合、偏光板保護フィルムとして液晶ディスプレイに実装した際
に紫外線により偏光子や液晶が劣化してしまう可能性がある。波長２４０～３６０ｎｍで
の平均透過率を好ましい範囲に制御するには、光学特性の異なる２種以上の樹脂の面内屈
折率の差を大きくすることにより実現できるので、二軸延伸フィルムとする場合は結晶性
であるポリエステルを主成分とする層と、延伸時に非晶性を保持もしくは熱処理工程で融
解される熱可塑性樹脂を主成分とする層が交互に積層された積層フィルムとすればよい。
具体的には、上記したようなポリエステル、および熱可塑性樹脂Ｂを所望の積層数に積層
することで達成し得る。
【００２９】
　次に、本発明のポリエステルフィルムの好ましい製造方法を以下に説明する。もちろん
本発明は係る例に限定して解釈されるものではない。また、本発明に用いるポリエステル
フィルムの積層構造は、特開２００７－３０７８９３号公報の〔００５３〕～〔００６３
〕段に記載の内容と同様の方法により簡便に実現できるものである。なお、本発明では層
数を少なくすることによりスリット板を１枚で用いて多層化することができ、スリット板
を３枚使用することに比べて幅方向の積層精度の観点から好ましいことである。幅方向の
積層精度が悪いということはフィルムの位置によってＵＶカット性が異なるということを
意味している。
【００３０】
　熱可塑性樹脂をペレットなどの形態で用意する。ペレットは、必要に応じて、熱風中あ
るいは真空下で乾燥された後、別々の押出機に供給される。押出機内において、融点以上
に加熱溶融された樹脂は、ギアポンプ等で樹脂の押出量を均一化され、フィルター等を介
して異物や変性した樹脂などを取り除かれる。これらの樹脂はダイにて目的の形状に成形
された後、吐出される。そして、ダイから吐出されたシートは、キャスティングドラム等
の冷却体上に押し出され、冷却固化され、キャスティングフィルムが得られる。この際、
ワイヤー状、テープ状、針状あるいはナイフ状等の電極を用いて、静電気力によりキャス
ティングドラム等の冷却体に密着させ急冷固化させることが好ましい。また、スリット状
、スポット状、面状の装置からエアーを吹き出してキャスティングドラム等の冷却体に密
着させ急冷固化させたり、ニップロールにて冷却体に密着させ急冷固化させたりする方法
も好ましい。
【００３１】
　また、Ａ層の主成分となる結晶性ポリエステルとそれとは異なる熱可塑性樹脂Ｂの複数
の樹脂を２台以上の押出機を用いて異なる流路から送り出し、多層積層装置に送り込まれ
る。多層積層装置としては、マルチマニホールドダイやフィードブロックやスタティック
ミキサー等を用いることができるが、特に、本発明の構成を効率よく得るためには、３個
以上の微細スリットを有するフィードブロックを用いることが好ましい。このようなフィ
ードブロックを用いると、装置が極端に大型化することがないため、熱劣化による異物が
少なく、積層数が極端に多い場合でも、高精度な積層が可能となる。また、幅方向の積層
精度も従来技術に比較して格段に向上する。また、この装置では、各層の厚みをスリット
の形状（長さ、幅）で調整できるため、任意の層厚みを達成することが可能となったもの
である。
【００３２】
　このようにして所望の層構成に形成した溶融多層積層体をダイへと導き、上述の通りキ
ャスティングフィルムが得られる。
【００３３】
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　このようにして得られたキャスティングフィルムは、二軸延伸することが好ましい。こ
こで、二軸延伸とは、長手方向および幅方向に延伸することをいう。延伸は、逐次に二方
向に延伸しても良いし、同時に二方向に延伸してもよい。また、さらに長手方向および／
または幅方向に再延伸を行ってもよい。
【００３４】
　逐次二軸延伸の場合についてまず説明する。ここで、長手方向への延伸とは、フィルム
に長手方向の分子配向を与えるための延伸を言い、通常は、ロールの周速差により施され
、この延伸は１段階で行ってもよく、また、複数本のロール対を使用して多段階に行って
も良い。延伸の倍率としては樹脂の種類により異なるが、通常、２～１５倍が好ましく、
積層フィルムを構成する樹脂のいずれかにポリエチレンテレフタレートを用いた場合には
、２～７倍が好ましく用いられ、より好ましくは３～５倍、更に好ましくは３～４倍、幅
方向のＲｅのバラツキ抑制の観点で３～３．５倍が特に好ましい。また、延伸温度として
はフィルムを構成する樹脂のガラス転移温度～ガラス転移温度＋１００℃が好ましく、具
体的には８０～１２０℃がより好ましく、９０～１１５℃が更に好ましく、幅方向のＲｅ
のバラツキ抑制の観点で９５～１１０℃が特に好ましい。延伸区間（ＬＭＤ）とキャステ
ィングフィルムのフィルム幅（ＬＡＦ）の関係は、偏光板とした後の耐久性試験において
、熱処理によるカールやシワの発生を抑制できる観点からＬＡＦ／ＬＭＤが０．１～２．
０の範囲であることが好ましく、０．５～２．０の範囲だとより好ましく、０．７～２．
０の範囲だと更に好ましく、０．７～１．８の範囲だと特に好ましい。
【００３５】
　このようにして得られた一軸延伸されたフィルムに、必要に応じてコロナ処理やフレー
ム処理、プラズマ処理などの表面処理を施した後、易滑性、易接着性、帯電防止性などの
機能をインラインコーティングにより付与してもよい。
【００３６】
　続いて幅方向の延伸とは、フィルムに幅方向の配向を与えるための延伸を言い、通常は
、テンターを用いて、フィルムの両端をクリップで把持しながら搬送して、幅方向に延伸
する。延伸の倍率としては樹脂の種類により異なるが、通常、２～１５倍が好ましく、フ
ィルムを構成する樹脂のいずれかにポリエチレンテレフタレートを用いた場合には、２～
６倍が好ましく用いられ、より好ましくは３～６倍、更に好ましくは３～５．５倍、Ｒｅ
やＲｔｈの絶対値、Ｒｅのバラツキ抑制の観点で３．５～５倍が特に好ましく、縦延伸倍
率よりも高い倍率で延伸することは尚好ましいことである。また、延伸温度としてはフィ
ルムを構成する樹脂のガラス転移温度～ガラス転移温度＋１２０℃が好ましく、幅方向の
Ｒｅのバラツキ抑制の観点で温度に傾斜を持たせることが好ましく、上流から下流に行く
に従って温度が高くなっていくことが好ましく、具体的には、横延伸区間を２分割した場
合、上流の温度と下流の温度の差が２０℃以上であることが好ましい。より好ましくは３
０℃以上、更に好ましくは３５℃以上、特に好ましくは４０℃以上である。１段目の延伸
温度は８０～１２０℃がより好ましく、９０～１１０℃が更に好ましく、９５～１０５℃
が特に好ましい。
【００３７】
　更に、本発明のポリエステルフィルムにおいては、幅方向のＲｅのバラツキ抑制の観点
で横延伸速度に差を設ける事が好ましく、具体的には、横延伸区間を２分割した場合、横
延伸区間中間点におけるフィルムの延伸量（計測地点でのフィルム幅－延伸前フィルム幅
）が、横延伸区間終了時の延伸量の６０％以上である事が好ましく、より好ましくは７０
％以上、更に好ましくは７５％以上、特に好ましくは８０％以上である。
【００３８】
　こうして二軸延伸されたポリエステルフィルムは、平面性、寸法安定性を付与するため
に、テンター内で延伸温度以上融点以下の熱処理を行うのが好ましい。具体的には、１６
０～２５０℃が好ましく、１６０～２４０℃がより好ましく、１８０～２４０℃が更に好
ましい。熱処理温度が２３０℃を超えるとテンター内でフィルム幅方向の物性ムラで知ら
れるボーイング現象が発生し易くなり、また複屈折が大きくなるため、ＲｅやＲｔｈの絶
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対値、幅方向のＲｅのバラツキが大きくなる。故に、これらの抑制の観点で１９０～２１
０℃が特に好ましい。熱処理を行うことにより、フィルムの寸法安定性が向上する。この
ようにして熱処理された後、均一に徐冷後、室温まで冷やして巻き取られる。なお、偏光
板化の工程熱処理によるカールやシワの発生を抑制できる観点から熱処理や徐冷の際に弛
緩処理などを併用してすることが好ましい。弛緩処理の方法としては、幅方向の弛緩方法
はテンター幅を狭めることにより可能であり、長手方向は長手方向にクリップが縮まる機
構が具備されたテンターを使用したり、ロール間の周速差を利用して実施することが可能
である。弛緩処理の順序としては、幅方向の弛緩の後に長手方向の弛緩を実施しても、長
手方向の弛緩の後に幅方向の弛緩を実施しても、幅方向、長手方向、幅方向のように段階
的に実施してもかまわないが、工程がシンプルになる観点で幅方向の弛緩の後に長手方向
の弛緩を実施することが好ましい。熱処理時の幅方向弛緩率は０．５～５％が好ましく、
０．５～３％がより好ましく、０．８～２．５％が更に好ましく、寸法安定性と幅方向の
Ｒｅのバラツキ抑制の両立の観点で１～２％が特に好ましい。また、徐冷時の幅方向弛緩
率は０．５～３％が好ましく、０．５～２％がより好ましく、０．５～１．５％が更に好
ましく、寸法安定性と幅方向のＲｅのバラツキ抑制の両立の観点で０．５～１％が特に好
ましい。徐冷時の温度は９０～１８０℃が好ましく、９０～１７０℃がより好ましく、１
００～１６０℃が更に好ましく、寸法安定性とフィルム平面性の観点で１００～１５０℃
が特に好ましい。長手方向弛緩時の温度は９０～１８０℃が好ましく、９０～１７０℃が
より好ましく、１００～１６０℃が更に好ましく、寸法安定性とフィルム平面性の観点で
１００～１５０℃が特に好ましい。長手方向弛緩率は０．５～５％が好ましく、１～４％
がより好ましく、１．５～３．５％が更に好ましく、寸法安定性と幅方向のＲｅのバラツ
キ抑制の両立の観点で２～３．５％が特に好ましい。フィルム温度８５℃近傍で長手方向
の弛緩処理をすることで、８５℃熱収が大きく低減する効果がある。
【００３９】
　以上のようにして得られた本発明のポリエステルフィルムは、寸法安定性が高く、偏光
板化工程の熱処理によるカールやシワの発生が出来るため、偏光板保護フィルムとして好
適に用いることができる。また、上記偏光板保護フィルムは、市販のＰＶＡ中にヨウ素を
含有、配向させて作成されたＰＶＡシートと貼り合わされて、偏光板としても好適に用い
ることができる。さらに、ＩＴＯのフィルム基板用途に用いた場合、その加工工程におい
ても耐熱性、およびハンドリング性に優れる。
【００４０】
　本発明のポリエステルフィルムは、ＲｅおよびＲｔｈともに低位相差であるため、二軸
延伸されたポリエチレンテレフタレートフィルムに見られる虹ムラ、及び偏光サングラス
をかけたときに干渉色が視認されないため、タッチパネル用ＩＴＯ基材フィルムとしても
好適である。
【００４１】
　本発明のポリエステルフィルムは、タッチパネルに用いられることが好ましい。タッチ
センサー部は、少なくともカバーガラスと導電層から構成されている。本発明のタッチパ
ネルは、抵抗膜式、光学式、静電容量式のいずれでもよい。静電容量式には、投影型と表
面型に大別できる。マルチタッチが可能な観点から投影型静電容量式が最も好ましい。導
電層は、金、銀、白金、パラジウム、ロジウム、インジウム、銅、アルミニウム、ニッケ
ル、クロム、チタン、鉄、コバルト、スズ、などの金属およびこれらの合金や、酸化錫、
酸化インジウム、酸化チタン、酸化アンチモン、酸化亜鉛、酸化カドミウム、インジウム
ティンオキサイド（ＩＴＯ）などの金属酸化物膜、ヨウ化銅などの複合膜によって形成す
ることができる。これらの透明導電膜は真空蒸着、スパッタリング、反応性ＲＦイオンプ
レーティング、スプレー熱分解法、化学メッキ法、電気メッキ法、ＣＶＤ法、コーティン
グ法あるいはこれらの組み合わせ法で薄膜を得ることができる。その他、導電性高分子と
しては、ポリピロール、ポリアニリン、ポリアセチレン、ポリチオフェン、ポリフェニレ
ン・ビニレン、ポリフェニレンスルフィド、ポリ－ｐ－フェニレン、ポリへテロサイクル
・ビニレン、特に好ましくは、（３，４－エチレンジオキシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）
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である。その他、カーボンナノチューブやナノ銀なども高い導電性を示すため好ましい。
これらは、有機溶媒に溶かすことにより、コーティング法で基材に塗布することができる
。コーティング法は、ハードコート層の方法と同様に種々の方法を採用することができる
。汎用性の観点から、ＩＴＯが好ましい。
【００４２】
　アウトセルタイプのタッチセンサーとしては、大別してガラスセンサーとフィルムセン
サーに分けられる。ガラスセンサータイプとしては、ＧＧ、ＧＧ２、Ｇ２、Ｇ１Ｍがある
。ＧＧとはカバーガラス／ＩＴＯ／ガラス／ＩＴＯ、ＧＧ２とはカバーガラス／ガラス／
ＩＴＯ／絶縁層／ＩＴＯ、Ｇ２（ＯＧＳ）とはカバーガラス／ＩＴＯ／絶縁層／ＩＴＯ、
Ｇ１Ｍとはカバーガラス／ＩＴＯを基本構成としたものである。
【００４３】
　　一方、フィルムセンサータイプとしては、ＧＦＦ、ＧＦ２、Ｇ１Ｆ、ＧＦ１、ＰＦＦ
、ＰＦ１があり、いずれを用いてもよい。また、ＧＦＦとはカバーガラス／ＩＴＯ／フィ
ルム／ＩＴＯ／フィルム、ＧＦ２とはカバーガラス／ＩＴＯ／フィルム／ＩＴＯ、または
カバーガラス／ＩＴＯ／絶縁層／ＩＴＯ/フィルム、Ｇ１Ｆとはカバーガラス／ＩＴＯ／
ＩＴＯ／フィルム、ＧＦ１とはカバーガラス／ＩＴＯ／フィルム、ＰＦＦとはカバープラ
スチック／ＩＴＯ／フィルム／ＩＴＯ／フィルム、Ｐ１Ｍカバープラスチック／ＩＴＯを
基本構成としたものである。基材としてのポリエステルフィルムの厚みは、薄膜化の観点
から４０μｍ以下が好ましく、より好ましくは、３０μｍ以下である。薄すぎるとフィル
ムのハンドリング性の観点から、好ましくは、２０μｍ以上３０μｍ以下である。近年の
ディスプレイの薄膜化の流れからＧＦ１タイプがタッチセンサーとして好ましい。
【実施例】
【００４４】
　以下、実施例により本発明を詳細に説明する。なお、特性は以下の方法により測定、評
価を行った。
【００４５】
　（１）積層数
　積層フィルムの積層数は、ミクロトームを用いて断面を切り出したサンプルについて、
透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）観察により求めた。すなわち、透過型電子顕微鏡Ｈ－７１０
０ＦＡ型（（株）日立製作所製）を用い、加速電圧７５ｋＶの条件でフィルムの断面を観
察し、断面写真を撮影、積層数を測定した。尚、場合によっては、コントラストを高く得
るために、ＲｕＯ４やＯｓＯ４などを使用した染色技術を用いた。また、１枚の画像に取
り込められるすべての層の中で最も厚みの薄い層（薄膜層）の厚みにあわせて、薄膜層厚
みが５０ｎｍ未満の場合は１０万倍、薄膜層厚みが５０ｎｍ以上５００ｎｍ未満である場
合は４万倍、５００ｎｍ以上である場合は１万倍の拡大倍率にて観察を実施した。
【００４６】
　（２）Ｒｅ、Ｒｔｈ
王子計測機器（株）製　位相差測定装置（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ）を用いた。サンプル
をフィルム幅方向中央部から３．５ｃｍ×３．５ｃｍで切り出し、フィルム幅方向が本測
定装置にて定義されている角度０°となるように装置に設置し、波長５９０ｎｍにおける
Ｒｅ、及びＲｔｈを測定した。なお、Ｒｔｈは、入射角０～５０°（１０°毎）時の各位
相差値の２次近似により算出した。
【００４７】
　（３）Ｒｅの幅方向のバラツキ
フィルム幅が４００ｍｍ以上の積層フィルムにおいて、フィルムの幅方向全体に５０ｍｍ
間隔に上記（２）項に記載の方法にてサンプリングした後、それぞれのサンプルの中央の
Ｒｅを測定し、Ｒｅの最大値と最小値の差を平均値で割って、％表示した値を本積層フィ
ルムのＲｅの幅方向のバラツキとした。ロール状の積層フィルムであれば、ロールの巻き
方向をフィルム長手方向とし、それに直行する方向が幅方向に相当する。一方、カットさ
れたシート状である場合には、フィルムの長辺方向と長辺方向に直交する方向の両末端（
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両端部よりそれぞれ２５ｍｍ離れた箇所）においてＲｅを計測し、フィルム中央との差が
大きい方向を本発明でいう積層フィルムの幅方向とする。
【００４８】
　（４）ヤング率、破断伸度
サンプルは、フィルムの幅方向の中央部から、長手方向に１５ｃｍ、幅方向に１．５ｃｍ
で切り出し長手方向のヤング率測定用サンプルとした。同様に、幅方向に１５ｃｍ、長手
方向に１．５ｃｍで切り出し幅方向のヤング率測定用サンプルとした。ヤング率、破断伸
度は、ＪＩＳ－Ｋ７１２７－１９９９に準拠した測定において、ロボットテンシロンＲＴ
Ａ（オリエンテック製）を用いて、温度２３℃、湿度６５％ＲＨにおいて測定した。なお
、引っ張り速度は３００ｍｍ／ｍｉｎとした。
【００４９】
　（５）フィルム厚み
　接触式の膜厚計ミツトヨ社製ライトマチックＶＬ－５０Ａ（１０．５ｍｍφ超硬球面測
定子、測定荷重０．０６Ｎ）にて測定した。測定は場所をかえて１０回行い、その平均値
を積層フィルムの厚みとした。
【００５０】
　（６）ＴＭＡ測定時の収縮応力の立ち上がり温度
　サンプルをフィルム幅方向中央部から長手方向５０ｍｍ×幅方向４ｍｍで切り出し、セ
イコーインスルメンツ（株）製 ＴＭＡ／６０００を用い、２５℃から２００℃の温度範
囲、昇温速度５℃／ｍｉｎ、ホールド５分、測長１５ｍｍ、引張定長条件でＴＭＡを測定
した。なお、測長時の荷重は１９．６ｍＮに設定した。収縮応力の立ち上がり温度は、測
定結果荷重から初期荷重を引いた値が１０ｍＮを初めて超えた時の温度とした。
【００５１】
　（７）線膨張係数
　サンプルをフィルム幅方向中央部から長手方向５０ｍｍ×幅方向４ｍｍで切り出し、セ
イコーインスルメンツ（株）製 ＴＭＡ／６０００を用い、２５℃から１５０℃の温度範
囲、昇温速度５℃／ｍｉｎ、ホールド５分、荷重２９．４ｍＮ、測長１５ｍｍ、引張定荷
重条件でＴＭＡを測定した。なお、測長時の荷重も測定時と同様の２９．４ｍＮに設定し
た。測定結果より２５℃から８５℃の長手方向の線膨張係数を算出した。
【００５２】
　（８）後加工時の寸法安定性試験
硬化型ウレタンアクリル樹脂（日本合成化学工業（株）製 紫光ＵＶ－１７００Ｂ）を、
メチルエチルケトン溶媒を用いて３０％の濃度に希釈し、ポリエステルフィルムの最表面
上にバーコーターを用いて均一に塗布し、１２０Ｗ／ｃｍ２の照射強度を有する集光型高
圧水銀灯（アイグラフィックス（株）製 Ｈ０４－Ｌ４１）で積算照射強度が１８０ｍＪ
／ｃｍ２となるように紫外線を照射し、硬化させた後、９０℃の熱処理を行い、厚み２μ
ｍのハードコートが付与されたポリエステルフィルムを作成し、幅方向中央部分から３０
ｍｍ×３０ｍｍのサイズで切り出したサンプルについて、目視による下記の判定基準によ
り評価した。
【００５３】
　◎：カールもシワも発生しない、もしくは筒状にはならない程度に弱くカールするレベ
ル。
【００５４】
　○：筒状にカールしているが、シワは発生していない。
【００５５】
　×：筒状にカールし、シワも発生している。
【００５６】
　（９）ハンドリング性
上記（４）項で測定したヤング率、及び破断伸度を下記の判定基準によりハンドリング性
として評価した。
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【００５７】
　◎：長手方向および幅方向のヤング率が３ＧＰａ以上、且つ破断伸度が５０％以上
　○：長手方向および幅方向のヤング率が２ＧＰａ以上３ＧＰａ未満、且つ破断伸度が５
０％以上
　×：長手方向または幅方向のヤング率が２ＧＰａ未満、もしくは破断伸度が５０％未満
　（１０）フイルムのガラス転移点（Ｔｇ）
フィルムの動的粘弾性測定を、以下の条件でセイコーインスツルメント社製ＤＭＳ－６１
００を利用して測定した。
【００５８】
　　サンプル長：20mm(幅5mm)
　　最小荷重：50mN
　　周波数　：１Hz
　　変位　　：５μｍ
　　温度プログラム：25℃start→250℃end　5min保持　（2℃/min）
次いで得られたtanδの温度依存性の図からα緩和温度を求めた。本発明のポリエステル
フィルムのα緩和温度は、樹脂Ａ層とＢ層のガラス転移点近傍にみられるピークの事であ
り、α緩和温度が２つ確認される場合は、低い方をガラス転移点として採用した。
【００５９】
　（１１）熱可塑性樹脂Ｂのガラス転移温度（Ｔｇ）、熱可塑性樹脂Ａの融点（Ｔｍ）
　吐出後、すぐに１０℃以下の冷水で冷却した溶融混練ポリエステルチップを、示差熱量
分析（ＤＳＣ）を用いて２５℃から２９０℃まで５℃／ｍｉｎで昇温し、このとき現れる
転移点をＪＩＳ－Ｋ－７１２２（１９８７年）に従って測定・算出した。
装置：ＳＩＩナノテクノロジー（株）（旧セイコー電子工業（株））製
“ＥＸＴＲＡ　ＤＳＣ６２２０”
サンプル質量：５ｍｇ。
【００６０】
　（１２）熱収縮率
　フィルムロールの幅方向中央部から幅方向１５０ｍｍ、長手方向１５０ｍｍのフィルム
試料を採取した。それぞれの試料の中央部に、長手方向、幅方向それぞれについて、原長
（Ｌ０）として１００ｍｍの間隔となるように一対の印をつけた。試料をオーブン中で８
５℃にて６時間処理をした後に室温まで冷却し、一対の印間の距離を測定し、処理後の長
さ（Ｌ１）とした。それぞれの位置・方向における熱収縮率は、１００×（Ｌ０－Ｌ１）
／Ｌ０に従い算出した。得られた結果を長手方向・幅方向それぞれについて平均値を算出
し、フィルムの熱収縮率とした。
【００６１】
　
　（実施例１）
結晶性ポリエステルとして、融点が２５８℃のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を
用いた。熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂であるスピログリコール３０
ｍｏｌ％、シクロヘキサンジカルボン酸１５ｍｏｌ％を共重合したエチレンテレフタレー
ト（ＰＥ／ＳＰＧ・Ｔ／ＣＨＤＣ）を用いた。上記ＰＥ／ＳＰＧ・Ｔ／ＣＨＤＣ９８質量
％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシ－３－メチ
ルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％がこの比率で混合されるように計量ホッ
パーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ストランド状にダイから
吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状にカットして熱可塑性樹脂組成物（Ａ
）を得た。
【００６２】
　準備したＰＥＴと組成物Ａを、それぞれ水分を含まないように十分真空高温下で乾燥し
た後、２台の単軸押出機に投入し２８０℃で溶融混練した。次いで、それぞれＦＳＳタイ
プのリーフディスクフィルタを５枚介した後、組成物Ａからなる各層と組成物Ｂからなる
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各層の積層比（Ａの総厚み／Ｂの総厚み）が１．０となるようにギアポンプにて計量しな
がら、スリット数２５１個の積層装置にて合流させて、厚み方向に交互に２５１層積層さ
れた積層体としてＴダイから押出し、２５℃に表面温度を制御したキャストドラム上にキ
ャストしてキャスティングフィルムを得た。積層体とする方法は、特開２００７－３０７
８９３号公報〔００５３〕～〔００５６〕段の記載に従って行った。ここでは、スリット
長さ、間隔は全て一定とした。得られた積層体は、ＰＥＴが１２６層、組成物Ａが１２５
層であり、厚み方向に交互に積層された積層構造を有していた。また、口金内部での拡幅
比である口金リップのフィルム幅方向長さを口金の流入口部でのフィルム幅方向の長さで
割った値を２．５となるようにした。
【００６３】
　得られたキャスティングフィルムを、１０５℃に設定したロール群で加熱した後、ＬＡ

Ｆ／ＬＭＤ０．８で、フィルム両面からラジエーションヒーターにより急速加熱しながら
、フィルム温度を１１０℃としながらフィルム長手方向に３．３倍延伸し、その後一旦冷
却した。続いて、この一軸延伸フィルムの両面に空気中でコロナ放電処理を施し、基材フ
ィルムの濡れ張力を５５ｍＮ／ｍとし、そのフィルム両面の処理面に（ガラス転移温度が
１８℃のポリエステル樹脂）／（ガラス転移温度が８２℃のポリエステル樹脂）／平均粒
径１００ｎｍのシリカ粒子からなる積層形成膜塗液を塗布し、透明・易滑・易接着層を形
成した。
【００６４】
　この一軸延伸フィルムをテンターに導き、９５℃の熱風で予熱後、１段目１０５℃、２
段目１４５℃の温度でフィルム幅方向に４．０倍延伸した。ここで、横延伸区間を２分割
した場合、横延伸区間中間点におけるフィルムの延伸量（計測地点でのフィルム幅－延伸
前フィルム幅）は、横延伸区間終了時の延伸量の８０％となるように２段階で延伸した。
横延伸したフィルムは、そのまま、テンター内で１９０℃の熱風にて熱処理を行い、続い
て同温度条件で幅方向に１％の弛緩処理を、さらに１５０℃まで急冷した後に幅方向に１
％の弛緩処理を施し、その後、温度１５０℃のままロール間の周速差を長手方向に３．５
％の弛緩処理を施した。最後にワインダーで巻き取り、ポリエステルフィルムを得た。得
られたポリエステルフィルムの評価結果を表１に示す。
【００６５】
　（実施例２）
　融点を持たない非晶性樹脂であるスピログリコール２０ｍｏｌ％、シクロヘキサンジカ
ルボン酸３０ｍｏｌ％を共重合したエチレンテレフタレート（ＰＥ／ＳＰＧ・Ｔ／ＣＨＤ
Ｃ）を９６質量％、ＵＶＡとして２，２’－メチレンビス［６－（２Ｈベンゾトリアゾー
ル－２－イル）－４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）フェノール］４質量％が
この比率で混合されるように計量ホッパーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融
混練を行い、ストランド状にダイから吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状
にカットして熱可塑性樹脂組成物（Ｂ）を得た。
実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｂを用い、長手方向の弛緩率を０．５％と
した以外は実施例１と同様にポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィル
ムの評価結果を表１に示す。
【００６６】
　（実施例３）
　実施例１において、横延伸倍率を５倍、熱処理温度を２３０℃とした以外は実施例１と
同様にポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表１に
示す。
【００６７】
　（実施例４）
　実施例１において、長手方向弛緩処理時の温度を９０℃とした以外は実施例１と同様に
ポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表１に示す。
【００６８】
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　（実施例５）
　実施例１において、スリット数３個の積層装置を用い、ＰＥＴ２層、組成物Ａ１層とし
た以外は、実施例１と同様にポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィル
ムの評価結果を表１に示す。
【００６９】
　（実施例６）
実施例１において、スリット数６０１個の積層装置を用い、ＰＥＴ３０１層、組成物Ａ３
００層とした以外は、実施例１と同様にポリエステルフィルムを得た。得られたポリエス
テルフィルムの評価結果を表１に示す。
【００７０】
　（実施例７）
　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂である２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸３０ｍｏｌ％を共重合したポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ／Ｎ）を用いた。上
記ＰＥＴ／Ｎ９８質量％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキ
シルオキシ－３－メチルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％がこの比率で混合
されるように計量ホッパーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ス
トランド状にダイから吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状にカットして熱
可塑性樹脂組成物（Ｃ）を得た。
【００７１】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｃを用いた以外は実施例１と同様にポリ
エステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表１に示す。
【００７２】
　（実施例８）
　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂である１，４－シクロヘキサンジメ
タノール３０ｍｏｌ％を共重合したポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴＧ）を用いた。
上記ＰＥＴＧ９３質量％、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）５質量％、ＵＶＡとして２，４
，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシ－３－メチルフェニル）－１，３，
５－トリアジン２質量％がこの比率で混合されるように計量ホッパーから二軸押出機に原
料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ストランド状にダイから吐出して、２５℃の水槽
にて冷却固化し、チップ状にカットして熱可塑性樹脂組成物（Ｄ）を得た。
【００７３】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｄを用いた以外は実施例１と同様にポリ
エステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表１に示す。
【００７４】
　（実施例９）
　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂であるポリシクロヘキサンテレフタ
レート（ＰＣＴ）を用いた。上記ＰＥＴＧ９３質量％、ポリカーボネート（ＰＣ）５質量
％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシ－３－メチ
ルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％がこの比率で混合されるように計量ホッ
パーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ストランド状にダイから
吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状にカットして熱可塑性樹脂組成物（Ｅ
）を得た。
【００７５】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｅを用いた以外は実施例１と同様にポリ
エステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００７６】
　（実施例１０）
　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂であるイソフタル酸２０ｍｏｌ％、
フルオレン２５ｍｏｌ％を共重合したエチレンテレフタレート（ＰＥＴ／Ｉ・ＦＯ）を用
いた。上記ＰＥＴ／Ｉ・ＦＯ９８質量％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロ
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キシ－４－ヘキシルオキシ－３－メチルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％が
この比率で混合されるように計量ホッパーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融
混練を行い、ストランド状にダイから吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状
にカットして熱可塑性樹脂組成物（Ｆ）を得た。
【００７７】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｆを用いた以外は実施例１と同様にポリ
エステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００７８】
　（実施例１１）
　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂であるイソソルビド１５ｍｏｌ％、
シクロヘキサンジメタノール２０ｍｏｌ％を共重合したポリエチレンテレフタレート（Ｐ
ＥＴ／ＩＳＢ・ＣＨＤＭ）とイソフタル酸２５ｍｏｌ％を共重合したポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ／Ｉ）を用いた。上記ＰＥＴ／ＩＳＢ・ＣＨＤＭ４９質量％、ＰＥＴ／
Ｉ４９質量％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシ
－３－メチルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％がこの比率で混合されるよう
に計量ホッパーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ストランド状
にダイから吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状にカットして熱可塑性樹脂
組成物（Ｇ）を得た。
【００７９】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｇを用い、フィルム温度を１１０℃とし
ながらフィルム長手方向に３．３倍延伸し、テンター内で２１５℃の熱風にて熱処理を行
う以外は実施例１と同様にポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルム
の評価結果を表２に示す。
【００８０】
　（実施例１２）
実施例１１において、スリット数６０１個の積層装置を用い、また、熱可塑性樹脂Ａとし
て、ＰＥＴにＰＥＴ／ＩＳＢ・ＣＨＤＭを２５質量％の割合で混合した熱可塑性樹脂組成
物（I）を用い、組成物I３０１層、組成物G３００層とした以外は、実施例１１と同様に
ポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００８１】
　（比較例１）
　実施例２において、長手方向弛緩処理時の温度を８０℃とした以外は実施例１と同様に
ポリエステルフィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００８２】
　（比較例２）
　実施例１において、横延伸倍率を６．２倍とした以外は実施例１と同様にポリエステル
フィルムを得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００８３】
　（比較例３）
　　熱可塑性樹脂Ｂとして、融点を持たない非晶性樹脂であるＰＥＴＧを用いた。上記Ｐ
ＥＴＧ９８質量％、ＵＶＡとして２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオ
キシ－３－メチルフェニル）－１，３，５－トリアジン２質量％がこの比率で混合される
ように計量ホッパーから二軸押出機に原料供給し、２８０℃で溶融混練を行い、ストラン
ド状にダイから吐出して、２５℃の水槽にて冷却固化し、チップ状にカットして熱可塑性
樹脂組成物（Ｈ）を得た。
【００８４】
　実施例１において、組成物Ａの変わりに組成物Ｇを用い、フィルム温度を９０℃としな
がらフィルム長手方向に３．３倍延伸した以外は実施例１と同様にポリエステルフィルム
を得た。得られたポリエステルフィルムの評価結果を表２に示す。
【００８５】
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【００８６】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００８７】
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　本発明のポリエステルフィルムは、熱収縮率が低くカールやシワの発生を抑制すること
ができ、且つハンドリング性に優れるため、液晶ディスプレイ等の表示装置に内蔵される
偏光板の偏光板保護フィルムやタッチパネルに用いられるＩＴＯ基材フィルムとして好適
に用いることができる。
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